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第１７問

（事案）

Ａ県は、青少年の健全な育成を目的として、「有害図書」を「図

書の内容が、著しく性的感情を刺激し、又は著しく残忍性を助長

するため、青少年の健全な育成を阻害するおそれがあると認めら

れるもの」と定義した上で、自動販売機業者が「有害図書」に該

当する図書を自動販売機に収納することを罰則付きで禁止する

ことを内容とするＡ県青少年保護育成条例（以下「本件条例」と

いう）を制定した。なお、規制対象となる「有害図書」について、

Ａ県知事が個別に指定する方式ではなく、条例所定の定義に該当

する図書が個別の指定を要することなく「有害図書」に該当する

とする包括指定方式が用いられているのは、個別指定がなされる

までの間に当該図書の販売を済ませるという脱法的行為に有効

に対処する必要によるものである。

Ａ県内の中学生Ｘは、本件条例によりＡ県内の自動販売機には

「有害図書」が収納されなくなり、有害図書を購入して閲読する

ことができなくなったから、本件条例はＸの閲読の自由を侵害す

るものとして違憲であると考えている。  

（設問）

本件条例の憲法上の問題点について、あなた自身の見解を述べ

なさい。  

なお、明確性の原則については、論じなくてよい。

総 ま く り 2 1 0 頁［ 判 例 1］、

論 証 集 7 2 頁 ・ 1  

基礎問題演習講座　憲法 
加藤ゼミナール



62 

（参考答案）  

１．本件条例は、青少年の知る自由を侵害するものとして憲法 21

条 1 項に反し違憲ではないか。  

２．知る自由は、個人の人格・思想の形成・発展にとって必要不可

欠であるうえ、思想・情報の自由な伝達・交渉の確保という民主

主義社会の基本的原理を真に実効あらしめるためにも必要であ

るから、憲法 21 条 1 項により保障されると解する。  

したがって、青少年が有害図書を閲読する自由は、知る自由と

して憲法 21 条 1 項により保障される。  

３．本件条例は、自動販売機業者が「有害図書」に該当する図書を

自動販売機に収納することを罰則付きで禁止しており、これによ

り A 県内の自動販売機内に「有害図書」は収納されなくなる。そ

の結果、青少年は A 県内の自動販売機で「有害図書」を購入して

閲読することができなくなる。したがって、本件条例は青少年の

知る自を制約するものである。  

４．本件条例の規制は図書の内容に着目した内容規制である上、事

前抑制的な性格も有しているから、その合憲性は厳格審査の基準

によって判断されるはずである。  

しかし、知る自由の保障の前提を為す情報選別能力が十全には

備わっていない青少年には成人と同等の知る自由は保障されな

いから、青少年の健全育成を目的とする青少年の知る自由に対す

る直接的規制である本件条例の合憲性は、中間審査の基準により

審査すれば足りると解すべきである（岐阜県青少年保護育成条例

事件の伊藤正己裁判官補足意見参照）。  

そこで、本件条例の憲法 21 条 1 項適合性は、①立法目的が重

要で、②手段が立法目的との間の実質的関連性を有するかどうか

で審査する。  

５．本件条例の目的である青少年の健全育成は、その後の私生活・

社会生活という本人の人生に大きく影響するから、青少年の知る

自由を制約する目的としてふさわしいといえ、重要である（①）。 

「有害図書」が一般に思慮分別の未熟な青少年の性に関する価

値観に悪い影響を及ぼし、性的な逸脱行為や残虐な行為を容認す

る風潮の助長につながるものであって、青少年の健全育成に有害

であることは、既に社会共通の認識になっているといえる。中間

審査の基準では、心象形成の際に必要とされる立法事実として科

学的証明レベルのことまでは要求されないから、上記の社会共通

の認識をもって「有害図書」が立法目的にとって有害であるとい

う因果関係を認めてよい。そして、自動販売機による「有害図書」

の販売は、昼夜を問わず購入ができること、収納された有害図書

が街頭にさらされているため購入意欲を刺激し易いことなどか
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ら、書店等における販売よりもその弊害が一段と大きいといわざ

るをえないため、「有害図書」を自動販売機で販売することが青

少年の健全育成にとって有害であるという因果関係も認められ

る。  

そして、このような「有害図書」を自動販売機に収納すること

を罰則付きで禁止すると、自動販売機業者が罰則による心理的抑

制により「有害図書」を自動販売機に収納しなくなるから、青少

年は自己の健全育成にとって有害である「有害図書」を自動販売

機で購入して閲読することができなくなる。したがって、本件条

例は、上記の立法目的の達成を促進するといえ、手段適合性が認

められる。  

  確かに、規制対象となる「有害図書」を個別に指定するという

より制限的でない他の選び得る手段によっても立法目的を達成

できるとして、手段必要性が否定されるとも思える。しかし、個

別指定方式では、個別指定がなされるまでの間に当該図書の販売

を済ませるという脱法的行為に有効に対処することができない

から、包括指定方式と同程度以上に立法目的を達成することはで

きない。そうすると、立法目的を十分に達成できるより制限的で

ない他の選び得る手段が存在するとはいえないから、手段必要性

も認められる。  

  したがって、手段の実質的関連性が認められる（②）。  

６．よって、本件条例は、青少年の知る自由を侵害するものではな

く、憲法 21 条 1 項に反せず合憲である。         以上  
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